
（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

行方市 下水道事業 農業集落排水施設 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の統

廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
・汚水処理施設の統廃合
・維持管理事務の共同化
・最適な汚水処理施設の選択

令和元年度から検討開始
茨城県及び近隣市町村と検討中。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

行方市 下水道事業 特定環境保全公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済

汚水処理施設の統
廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ●
・汚水処理施設の統廃合
・維持管理事務の共同化
・最適な汚水処理施設の選択

令和元年度から検討開始
茨城県及び近隣市町村と検討中。

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

行方市 下水道事業 公共下水道 ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済

汚水処理施設の統
廃合

処理場廃止あり 処理場廃止なし

年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

農集排水･公共下水
との統合

特環施設と公共下
水との結合

その他

検討中 ● ・維持管理事務の共同化 令和元年度から検討開始

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施
設の選択（最適化）

実施予定

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



団体名 業種名 事業名 施設名

行方市 下水道事業 特定地域排水処理施設 ー

現行の経営
体制を継続

指定管理者
制度

包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等

民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等における
中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

新規設置については、当初計画通り令和8年度まで継続するが、各年度において市民ニーズや市の負担コスト等の状況
により継続か否かを適切に判断したい。個人設置型事業を併行して実施することも検討する。維持管理についてはその
実施方法を包括的な民間委託等も含め検討して行く。現状は抜本的な改革等の取り組みまでには至っていないが、現在
の経営状況等を踏まえ今後検討したい。

●

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（実施類型） （取組の概要及び効果） （実施（予定）時期）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名 施設名

行方市 水道事業 ― ー

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的
民間委託

PPP/PFI方式
の活用

地方独立行政法
人への移行

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

広域化等
民間活用

●

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定

施設管理の
共同化

管理の一体化

年 月 日

検討中 ●

行方市水道事業において、人
口減少や節水意欲の向上等に
より料金収入が減少し厳しい
経営を行っている。今後施設の
ダウンサイジングや浄水場の
廃止等の検討を行いながら経
営を進める。また近隣市とシェ
アードサービスに向けた勉強
会を行っている。また県の県の
R3年度茨城県水道ビジョン策
改定に伴い鹿行地域の経営合
理化に向けた検討を行う予定
があることから、将来広域化に
向けた水道経営を行う。

現在県企業局主催により「鹿行広域における水道事業基盤強
化のための勉強会」を実施しており、県水道ビジョンに盛り込む
予定の地域ごとに経営合理化に向けた経営の一体化に向けた
勉強会・先進地事例の勉強会を行っている。

地方公営企業の抜本的な改革等の取組状況（令和3年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


